【緊急アピール】

日本社会の進路をかけ、逆風を跳ね返して勝利に全力をあげよう！
　衆議院選挙は投票日まで残り1週間を切ったが、民主党は大苦戦で自民党が単独過半数に迫る勢いという非常事態となっている。
　今回の衆院選は3.11後、初の国政選挙である。私たちは、東日本大震災と福島の原発事故から何を学び、どういう社会をめざそうとしてきたのか。それは、みんなで支え合い、誰もが『居場所』と『出番』のある社会、安心して暮らせる地域のコミュニティと公共サービス、人間の命と尊厳を無視した経済利益偏重から転換した原発ゼロ社会である。しかし、このまま安倍自民党に単独過半数を許せば、日本は憲法改悪・国防軍などの右傾化した危険な国家の下、自助自立と弱肉強食・市場原理主義・新自由主義の復活で格差と貧困がさらに拡大する社会になる。
　日本社会の進路をめぐり、極めて重大な局面を迎えている。残された期間はわずかだが、選挙の争点と意味を再度明確にして勝利に全力をあげることを、すべての組合員に訴える。
　まず、選挙戦を通じて、選挙の争点がハッキリしてきた。私たちの選択は明白である。
○「子育て・教育や社会保障に予算を使う民主党か、公共事業に予算をばらまく自民党か」
　　　－－民主党はコンクリートより人への投資を進めてきた。自民党は中央道トンネル事故でさらに主張を強めているが、業界対策で新規のバラマキ投資に走ってきたのは自民党であり、公共事業でも維持・補修へのシフトを主張してきたのは民主党である。
○「原発ゼロをめざす民主党か、原発推進の自民党か」
　　　－－福島の事態を前に、安倍自民党はそれでも原発が経済成長に寄与してきたと語り、40年以上続けた推進政策への反省はまったく見られない。自民党政権に戻れば、この2年近いエネルギー政策転換への努力はうち捨てられ、原発の維持・推進に逆戻りしてしまう。
○「平和で安心な社会をめざす民主党か、国防軍を作り戦争のできる国にする自民党か」
　　　－－安倍自民党総裁は元首相時代から“戦後レジームからの脱却”を主張して、国民の生活とは一切無縁に、国家統制色を強めた教育基本法改悪や憲法改正の国民投票法などばかり推進した。今回はさらに右翼化し、しかも維新の会も同様の主張で後押ししている。
　さらに、今回の選挙戦の構造と意味をしっかり踏まえ、周りに広げなければならない。
　決して自民党が高い支持を受けているわけではなく、多くの有権者は昔の自民党政治に戻ることを求めてもいない。だが、民主党への失望の反動で非自民層が分散していることが、自民の漁夫の利を許している。つまり、分散している非自民層の結集が大きなポイントなのである。
　石原・橋下が野合した「維新の会」は、もはや自民の右翼補完勢力に過ぎず、論外である。
　片や、「大地」や「未来」などは、脱原発や国民生活重視などの方向で自民や維新に対抗して連携できる勢力でもあるが、小選挙区制の下では結果として自民の一人勝ちを許すことにつながってしまう。現実的に自民の独走・暴走を止めるためには、民主党がしっかり踏みとどまることしかないのである。
　組合員が一丸となって家族、親戚、知友人に声をかけよう。迷っている仲間に訴えよう。日本社会と国民の生活の、今とこれからのために、自治労道本部の総力をあげて全力でたたかい抜こう！
　２０１２年１２月１０日
自治労北海道本部　　　　
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